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１ 本庁機関の再編について 

 

(1) 再編の目的 

県民サービスのさらなる向上を図るため、社会情勢の変化に合わせて、県政の重要課題に迅速

かつ的確に対応することができる組織を目指し、平成30年４月に本庁機関の再編を実施する。 

 

(2) 再編の視点 

複雑・多様化する県政課題や県民ニーズに的確に対応するため、局の規模を考慮しつつ、意思

決定の迅速化を図り、効果的かつ効率的に施策・事業を推進する体制を整備する。 

 

(3) 再編の主な内容 

ア 福祉子ども局（仮称）、健康医療局（仮称）の設置 

・ 所掌範囲が広く、新しい課題や喫緊の課題も多い保健福祉局の組織規模を見直すとともに、

子どもの貧困対策、児童虐待等子ども関連施策を総合的かつ迅速に推進するため、県民局

と保健福祉局を再編する。 

・ 県民局の次世代育成部門と保健福祉局の福祉部門を統合し、福祉子ども局（仮称）を設置

する。 

・ 保健福祉局の保健医療部門と生活衛生部門は、健康医療局（仮称）として設置する。 

イ 国際文化観光局（仮称）の設置 

・ 魅力ある文化コンテンツの創出や情報発信、国内外からの観光客の誘致、国際交流等、人

を引きつける魅力ある神奈川づくりを効果的・一体的に進めるため、県民局の国際部門と

文化部門、産業労働局の観光部門を統合し、国際文化観光局（仮称）を設置する。 

ウ 政策局のＩＣＴ推進部門を総務局に移管 

・ ＩＣＴを活用した働き方改革をさらに進めていくため、政策局のＩＣＴ推進部門を総務局

に移管する。 

エ 県民局くらし県民部の各部門を他局に移管 

・ 上記再編以外の県民局くらし県民部の各部門は他局に移管する。 

 

(4) 再編後の組織 

別紙のとおり 

 

(5) 今後の予定 

平成29年11月  第３回県議会定例会に神奈川県局設置条例等の改正議案を提出 

平成30年４月  再編実施 
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別紙 

現  行 再編（案） 

政策局 知事室 

ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室  

総務室 

政策部 

自治振興部 

ＩＣＴ推進部 

基地対策部 

政策局 知事室 

ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室  

総務部門 

政策部門 

自治振興部門 

基地対策部門 

情報公開広聴部門 

ＮＰＯ協働推進部門 

総務局 総務室 

組織人材部 

財政部 

財産経営部 

総務局 総務部門 

組織人材部門 

財政部門 

財産経営部門 

ＩＣＴ推進部門 

安全防災局 総務室 

安全防災部 

安全防災局 総務部門 

安全防災部門 

消費生活部門 

県民局 総務室 

くらし県民部 

次世代育成部 

(廃止)  

(新設)  国際文化観

光局(仮称) 

総務部門 

国際部門 

文化部門 

観光部門 

スポーツ局 (略) スポーツ局 (略) 

環境農政局 (略) 環境農政局 (略) 

保健福祉局 総務室 

保健医療部 

福祉部 

生活衛生部 

福祉子ども

局(仮称) 

総務部門 

福祉部門 

次世代育成部門 

人権男女共同参画部門 

健康医療局 

(仮称) 

総務部門 

保健医療部門 

生活衛生部門 

産業労働局 総務室 

産業部 

中小企業部 

観光部 

労働部 

産業労働局 総務部門 

産業部門 

中小企業部門 

労働部門 

県土整備局  (略) 県土整備局 (略) 
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２ かながわ男女共同参画推進プランの改定素案について 

 

(1) 経緯 

平成25年３月に策定した現行の「かながわ男女共同参画推進プラン（第３次）」（以下「プラン」

という。）は、計画期間を５年（平成25年度～平成29年度）としているため、本県における男女共同

参画の現状を踏まえ、改定を行うこととし、今般、改定素案を取りまとめた。 

 

(2) 改定素案の概要 

ア 改定の趣旨 

(ｱ) 計画の性格 

ａ 男女共同参画社会基本法（平成11年法律第78号）第14条第１項に規定された県における男女

共同参画社会の形成を促進する施策についての基本的な計画とする。 

ｂ 県の総合計画である「かながわグランドデザイン」を補完する、特定課題に対応した個別計

画とする。 

ｃ 改定プランについては、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第

64号）第６条第１項に基づく推進計画として位置付けを行う。 

(ｲ) 男女共同参画を取り巻く神奈川の特徴 

神奈川では、長時間労働や日本一長い通勤時間などにより、仕事と家庭の両立は容易ではなく、

女性の労働力率が子育て期に落ち込む「Ｍ字カーブ」の底の値、深さとも全国最下位となってい

る。このような状況は、男女共に結婚や子どもを持つことを躊躇させる要因とも考えられ、全国

と比較して、未婚率が高く、晩婚化・晩産化の傾向も見られる。また、女性の就業継続の難しさ

はそのキャリア形成を阻み、管理職に占める女性の割合は全国で40位となっている。 

(ｳ) 男女共同参画をめぐる諸課題 

未だに低調な政策・方針決定過程への女性の参画状況や、結婚や出産に伴う女性の就業継続の

難しさ、長時間労働を前提とした働き方、高齢単身女性や母子世帯の貧困など、男女共同参画社

会の実現に向けては、依然として様々な課題がある。 

(ｴ) 改定の考え方 

本県の男女共同参画の状況を踏まえ、次の課題に取り組む必要がある。 

ａ 政策・方針決定過程をはじめ、あらゆる分野における女性の参画を促進するとともに、家

庭・地域活動への男性の参画を促進する。 

ｂ 働き続けることを希望する女性が、出産や育児などで就業を中断することなく、働き続ける

ことができるよう支援するとともに、長時間労働の削減をはじめとした働き方改革を推進する。 

ｃ ひとり親家庭や高齢単身女性など、生活上の困難に陥りやすい女性等に対する支援を行うと

ともに、人生100歳時代に向け、誰もが健やかに生き生きとくらすことのできる社会を目指す。 

ｄ 男女共同参画社会の実現に向け、根強い固定的性別役割分担意識を解消するとともに、男女

共に多様な選択が可能となるよう、育児・介護等の基盤整備を行う。 

ｅ ＮＰＯや民間企業などとの連携、男女共同参画推進状況の見える化などにより、プランの推

進体制の整備・強化、進捗状況の適切な進行管理を行う。 

 

イ 計画の内容 

(ｱ) 計画の基本目標 

「ともに生きる社会、ともに参画する社会へ」を基本目標とし、家庭、職場、学校、地域など、

人生の様々な場面で、誰もが性別にかかわりなく、共に生き、共に参画し、活躍できる社会を目

指す。 
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(ｲ) 基本理念 

次の４つの基本理念に基づき、市町村、ＮＰＯ、民間企業等との連携を図りながら、施策を遂

行する。 

ａ 性別による権利侵害や差別を受けず、男女が個人の能力を発揮できるようにすること（人権

の尊重） 

ｂ 社会のあらゆる分野で、男女が意思決定過程に共同して参画できるようにすること（あらゆ

る分野への参画） 

ｃ 働き方を見直し、誰もが、仕事と生活との両立ができるようにすること（ワーク・ライフ・

バランスの実現） 

ｄ 性別による固定観念にとらわれず、社会のあらゆる活動において、男女が個性や適性に応じ

た自由な選択ができるようにすること（固定的性別役割分担意識の解消）  

(ｳ) 計画期間 

2018（平成30）年度から2022（平成34）年度までの５年間とする。 

(ｴ) 重点目標と施策の基本方向 

ａ 重点目標１ あらゆる分野における男女共同参画 

施策の基本方向１ 政策・方針決定過程における女性の参画 

施策の基本方向２ あらゆる分野における女性の活躍促進 

施策の基本方向３ 家庭・地域活動への男性の参画 

ｂ 重点目標２ 職業生活の充実とワーク・ライフ・バランスの実現 

施策の基本方向１ 職業生活における活躍支援 

施策の基本方向２ 働き方改革の推進と新たなワークスタイルの創造 

ｃ 重点目標３ 男女共同参画の面から見た健やかで安心なくらし 

施策の基本方向１ あらゆる暴力の根絶 

施策の基本方向２ 困難を抱えた女性等に対する支援 

施策の基本方向３ 生涯を通じた健やかで生き生きとしたくらしの支援 

ｄ 重点目標４ 男女共同参画社会の実現に向けた意識改革と基盤整備 

施策の基本方向１ 固定的性別役割分担意識解消のための意識改革 

施策の基本方向２ 子ども・若者に向けた意識啓発 

施策の基本方向３ 育児・介護等の基盤整備 

ｅ 重点目標５ 推進体制の整備・強化 

施策の基本方向１ 多様な主体との協働 

施策の基本方向２ 男女別統計の促進 

施策の基本方向３ 進行管理 

 

(3) 今後の予定 

平成29年10月  プラン改定素案について県民意見募集（パブリックコメント）を実施 

12月  第３回県議会定例会県民・スポーツ常任委員会にプラン改定案を報告 

平成30年１月  男女共同参画審議会から答申 

２月  第１回県議会定例会にプランの変更についての議案を提出 

３月  プランを改定 
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３ 神奈川県消費生活条例の改正骨子案について 

 

(1) 経緯 

神奈川県消費生活条例（以下「条例」という。）は、消費者の権利を確立し、県民の消費生活の

安定と向上及び環境に配慮した消費生活を推進するため、昭和55年の制定以来、必要に応じて改

正を行ってきた。 

近年、加速する高齢化による高齢者の消費者被害の増加やインターネットの普及等により、消

費者問題が一層多様化、複雑化している。このような背景を踏まえ、国においては、特定商取引

に関する法律（昭和51年法律第57号。以下「特定商取引法」という。）の２度にわたる改正や、

消費者教育の推進に関する法律（平成24年法律第61号。以下「消費者教育推進法」という。）の

制定等が行われてきた。 

そこで、こうした消費者をめぐる社会状況の変化を踏まえ、県では平成29年３月23日に神奈川

県消費生活審議会へ条例改正の基本的考え方について諮問を行い、８月30日に同審議会から答申

を得たことから、改正骨子案を取りまとめた。 
 

(2) 改正の方向性 

ア 特定商取引法の改正等への対応 

消費者トラブルを生じやすい取引類型を対象に、禁止行為や規制を定めた特定商取引法にお

いて、近年、訪問購入（自宅等を訪問し物品を購入するいわゆる「押し買い」）が新たな規制対

象として追加され、また、悪質な事業者に対応するため、立入検査権限の拡充・整備などの執行

体制を強化する改正等がなされた。 

これらの法改正の内容を踏まえ、訪問購入を条例の対象とするとともに、事業者に対して行

う立入調査を、当該事業者と密接な関係にある者（密接関係者）に対しても行えるよう条例を

改正する。また、訪問販売等による消費者被害を防止するため、現行条例では明確に規定され

ていない不当な行為について明文化するとともに、｢訪問販売お断り｣などのはり紙等により訪

問による勧誘を拒絶する意思を示している世帯への訪問を禁止するなど、条例を改正する。 

イ 消費者教育推進法の制定への対応 

消費者教育推進法が制定され、｢消費者教育｣や｢消費者市民社会｣の定義、消費者教育の基本

理念等が規定されたことを受け、条例においても、これらの基本理念を踏まえた消費者教育の

推進について明確化する。 

ウ 消費者施策の推進のための規定整備 

消費者をめぐる社会状況の変化に対応するため、県が実施する施策の基本方針を条例に位置

付けるとともに、消費者安全の確保のために必要な消費生活に係る情報の収集・提供や消費生

活相談の実施を施策として明確化する。 

また、消費者問題が多様化、複雑化する中、事業者の不当な行為に対して差止請求等ができる

適格消費者団体等との連携により、消費者被害の未然防止や拡大防止につながることが期待でき

るため、適格消費者団体等への協力・支援について条例に位置付ける。 
 

(3) 骨子案の概要 

ア 特定商取引法の改正等への対応 

(ｱ) 訪問購入が条例の対象となるよう、消費者の定義を見直し、消費者が事業者に商品等を提

供する取引も含めるよう規定する。 

(ｲ) 密接関係者に対して立入調査が可能となるよう規定を見直す。 

(ｳ) 消費者が依頼又は承諾をしていないにもかかわらず、消費者の住居等において商品等を一

方的に提供する行為や、消費者の経験及び財産に照らして不適当と認められる勧誘について、

不当な取引行為として規定する。 
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(ｴ) ｢訪問販売お断り｣などのはり紙等により、訪問による勧誘を拒絶する意思を示している世

帯への訪問を禁止することを規定する。 

イ 消費者教育推進法の制定への対応 

(ｱ) 消費者教育について、消費者市民社会の理念や多様な主体との連携、消費者教育の担い手

の育成等により推進していくことを規定する。 

ウ 消費者施策の推進のための規定整備 

(ｱ) 消費者をめぐる社会状況の変化に対応するため、総合的な消費者施策展開のための基本方

針の策定を規定する。 

(ｲ) 消費者の主体的かつ適切な選択を支援するため、消費生活に関する情報の収集及び情報の

提供を規定する。 

(ｳ) 消費生活相談は消費者の権利を確立するための重要な施策であるため、施策としての消費

生活相談の実施を規定する。 

(ｴ) 消費者被害の未然防止や拡大防止に向け、消費者団体訴訟等を行う適格消費者団体等への協

力・支援を規定する。 

 

(4) 今後の予定 

平成29年９月  条例改正骨子案について県民意見募集（パブリックコメント）を実施 

12月  第３回県議会定例会県民・スポーツ常任委員会に条例改正素案を報告 

平成30年２月  第１回県議会定例会に条例改正議案を提出 
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４ 棟方志功作の版画紛失にかかる調査（２次点検結果報告等）の概要について 

 

平成29年４月17日に県が発表した公益財団法人神奈川芸術文化財団（以下「芸文財団」という。）に

無償で貸し付けていた、県重要物品である棟方志功作の版画紛失事案を契機として、県が所有するす

べての美術品の１次点検を実施したところであるが、改めて、美術品点検チームによる２次点検を実

施し、それぞれの保管場所や展示方法に応じた盗難防止策等を検討することとしている。 

今回、美術品点検チームによる２次点検結果がまとまったことから、その概要について報告する。 

 

(1) ２次点検実施内容 

１次点検が各所属の事務職員によるものであったことから、専門的な知見を有する複数の学芸

員が直接現地に赴き、台帳価格（取得価格）100万円以上のすべての重要物品1,743点及び台帳価格

100万円未満であるが、１次点検で不自然な点があることが判明した４点、合計1,747点について、

実物の状況や付属物などを確認し、専門的な見地から点検を行った。 

 

(2) 実施方法 

ア  点検体制 

学芸員（県教育委員会）２名と事務職員１名の体制で実施 

イ  点検数 

知事部局45点、教育委員会1,691点、その他部局等11点       合計1,747点 

ウ  ２次点検の対象とする品目 

２次点検対象 

工作物は除く。 

合計1,747点 

次のうち、台帳価格100万円以上のもの(重要物品) 1,743点及び１次点

検で不自然な点があることが判明したもの４点 

絵画（油絵）、絵画（日本画）、絵画（水彩画）、絵画（デッサン）、 

版画、レリーフ、陶芸品、彫刻、塑像、書画等 

（参考）１次点検対象は、県が所有するすべての美術品 20,325点 

 

知事部局等（知事部局、各局委員会、警察本部並びに教育委員会の県立学校及び県立の図書館

を含む。）と社会教育施設（学芸員が在籍する近代美術館等４施設をいう。）での点検方法が異な

るため、次のとおり点検を行った。 

(ｱ) 知事部局等 

知事部局等については、平成29年７月12日から８月16日の間、延べ12回にわたり、重要物品

の美術品97点及び台帳価格100万円未満（重要物品以外）で不自然な点のあった３点、合計100

点を点検した。 

(ｲ) 社会教育施設 

社会教育施設については、１次点検と２次点検を同時に実施することとし、平成29年５月

23日から７月26日までの間、重要物品の美術品1,646点及び台帳価格100万円未満で不自然な

点のあった１点、合計1,647点を点検した。 

エ 点検方法 

調査を担当する学芸員が、対象物の所在する庁舎又は施設に赴き、物品管理者等の立会いの

もと調査を行った。 

オ 点検項目 

・ 作者名、題名、寸法等の確認 

・ 写真との比較（劣化、破損の有無） 

・ 材質 

・ 形状（額装、軸装、屏風等） 
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・ 画面上の記載（署名、製作年等） 

・ 裏面の状況（ラベルの有無） 

・ 付属物の状況（箱、由緒書き等） 

・ 保管方法 

 

２次点検内訳 

 

区 分 

〔重要物品〕 

100万円以上のもの 

うち不自然な点が

あったもの 

〔その他の物品〕 

100万円未満で不自

然な点があったもの 

    

    計 

うち不自然な点

があったもの 

部 知事部局 44(0) 1 45(1) 

局

別 

教育委員会 1,688(1) 3 1,691(4) 

 県立学校等 42(1) 2 44(3) 

内 社会教育施設 1,646(0) 1 1,647(1) 

訳 その他部局等 11(0) 0 11(0) 

計 1,743(1) 4 1,747(5) 

知事部局等 97(1) 3 100(4) 

社会教育施設 1,646(0) 1 1,647(1) 

 

(3) 実施結果 

ア 概要 

台帳価格100万円未満で不自然な点があった４点を含め、点検対象1,747点すべてについて点

検した結果、今後、新たに専門家による最終点検を行う必要がないことを確認した。 

イ １次点検で不自然な点のあったことを報告したものの状況 

(ｱ)  油絵「母と子」〔知事部局（県民局子ども自立生活支援センター）〕 

（台帳価格５万円、作者 川辺外治（台帳上）） 

この作品は、作品自体に不自然な点はないが、備品台帳に記載された作品名「母と子」及び

受入年1976（昭和51）年と、絵画本体に記載された作品名「シチリアの祭り」及び制作年1984

（昭和59）年とが一致しておらず、備品台帳に記載のある「母と子」の所在や現物との相違の

経緯について調査しているが、解明に至っていないため、引き続き、所属等において経緯等を

調査している。 

(ｲ) 彫刻「アンタニアワカルメ」〔教育委員会（子ども教育支援課）〕 

（台帳価格200万円、作者セツ・スズキ） 

この作品は、主に、鉄製の人のかたちをした像とそれを支える支柱からなっているが、錆び

て劣化が著しい状態であったため、作者と相談の上、修復して展示することとした。 

(ｳ) 絵画（油絵）「山麓60号」及び絵画（水彩画）「漁港60号」〔教育委員会（神奈川総合産業高

等学校）〕 

（「山麓60号」台帳価格15万円、作者 宇佐美雅生） 

（「漁港60号」台帳価格20万円、作者 神山自楽） 

これらの作品は、数箇所、穴が開いているため、専門家による修復を行うこととした。 
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(ｴ) 日本画「浮遊する卵形（昼・曇日）」〔教育委員会（近代美術館）〕 

（台帳価格10万円、作者 加藤敏夫） 

この作品は、本来１点であるが、備品台帳に記載する際、誤って「浮遊する卵形（昼）」と

「浮遊する卵形（曇日）」の２点として二重に登録していたため、備品台帳を整理した。 

 

(4) 今後の対応 

再発防止に向けた美術品点検チームにおいて、１次点検及び２次点検の結果を踏まえ、個々の

美術品をより適正に管理するため、美術品の「取得」「保管」「展示」等の段階ごとに、それぞれの

課題を明確にしながら検討を進め、指針・ガイドライン等を取りまとめる。 

 

(5) その他（２次点検とは別に教育委員会で調査した内容） 

上記の２次点検対象のほか、近代美術館において、備品台帳から既に削除されているもの２点

について、取得当時から現在まで在籍した職員延べ27人及び過去に何らかの美術品を貸出した記

録のある９所属に文書で聞き取りを行うなど調査を行った。 

その結果、作品の取得時点である1972（昭和47）年及び1978（昭和53）年から、近代美術館にお

いて、美術品の県機関への貸出状況を最初に調査した1985（昭和60）年までの間に、２点とも所在

が不明となった可能性が高いこと、及び2011（平成23）年１月の全庁的な備品管理事務の見直しの

時点において、再度点検したが所在不明のため、同年５月に備品台帳から削除したことが判明し

た。今後、調査対象関係者の範囲を拡大し、経緯等についてさらに調査を行う。 

対象作品 油絵「樹のある風景」（1972（昭和47）年取得、台帳価格５万円、作者 山室紀元） 

油絵「箱根風景」（1978（昭和53）年取得、台帳価格90万円、作者 志村計介） 

 

(6) 今後の予定 

平成29年11月  美術品管理の新たなルール（指針・ガイドライン等）の取りまとめ 

12月  棟方志功作の版画紛失にかかる調査（最終報告） 

 

(7) 参考 

版画紛失にかかる県調査チームにおいては、調査対象としている関係者の範囲を拡大して調査

を行っているが、現時点で原画の紛失の経緯や時期に結びつくような情報は得られていない。 
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５ 神奈川県いじめ防止基本方針の改定案について 

(1) 経緯 

平成29年３月、国は、「いじめの防止等のための基本的な方針」（以下「国の基本方針」という。）

を改定するとともに、地方公共団体等においても、国の基本方針を参酌し、基本方針の見直し等、

必要な措置を講じるよう通知した。 

神奈川県いじめ防止基本方針（以下「県の基本方針」という。）では、国の基本方針が改定され

た場合、必要に応じて見直すこととされていることから、国の基本方針の改定を踏まえ、改定を行

うこととし、改定素案を平成29年第２回県議会定例会県民・スポーツ常任委員会及び文教常任委員

会に報告した。 

その後、改定素案について県民意見募集（パブリックコメント）や市町村への意見照会を行い、

このたび、改定案を取りまとめた。 

 

(2) 改定素案に対する県民意見募集等の結果 

ア 県民意見募集 平成29年７月７日～平成29年８月７日 

イ 市町村への意見照会 平成29年７月11日～平成29年８月７日 

ウ 実施結果 

(ｱ) 意見件数 90件 

(ｲ) 意見の内訳（個人：９人、団体：12団体、市町村：７市町村） 

区   分 件 数 

(ｱ) 「Ⅰ 基本的な考え方」について ３２ 

(ｲ) 「Ⅱ 基本的施策・措置」について ３５ 

(ｳ) 「Ⅲ 重大事態への対処」について ７ 

(ｴ) 「Ⅳ いじめの防止等を推進する体制」について ７ 

(ｵ) 基本方針全体について ９ 

(ｶ) その他 ０ 

合   計 ９０ 

 

(ｳ) 意見の反映状況 

区   分 件 数 

Ａ 方針（改定案）に反映しました。 

 （御意見の趣旨を既に記載している場合を含みます。） ４７ 

Ｂ 御意見のあった施策等には既に取り組んでいます。 ５ 

Ｃ 御意見の趣旨は今後の取組の参考とします。 １６ 

Ｄ 方針（改定案）には反映できません。 １０ 

Ｅ その他（質問・感想など） １２ 

合   計 ９０ 
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(ｴ) 反映した主な意見 

項目 
寄せられた意見 

改定案への反映内容 
No. 意見の概要 

Ⅰ－４－

(1)の１

丸目 

[P5] 

１ 

 

「いじめに対する基本認識」

（Ⅰ－２の１丸目）でいじめは

人権侵害としているので、これ

に合わせて、人権尊重の教育を

打ち出す必要があると考える。 

Ⅰ 基本的な考え方 

４ いじめの防止等に関する対策の

基本的な考え方 

(1) いじめの未然防止 

 

趣旨を踏まえ、下線部を追加した。 

「家庭や学校においては、いじめの未

然防止に向けて、人権を尊重し、道徳

心や規範意識を高める教育を通じて、

“いのちを大切にするこころ”や“他

者を尊重し、多様性を認め合う、思い

やる力”を育むことが重要です。」 

２ いじめ防止にとって、何より

大事なのは未然防止なので、次

の点を追加するとよい。 

・学校は子ども一人ひとりがお

互いの個性の違いを認め合う多

様性尊重の意識を高めあうこと

に努めることが重要です。 

Ⅰ－４－

(3) 

[P6･7] 

３ 「いじめの早期解決」という

言葉について、「解決」と「解

消」の言葉の定義が曖昧に思え

る。早期対応の重要性は十分理

解できるが、早期解決の「解

決」という言葉のとらえが誤解

を生じないか。早期解決という

ゴールに向かうために安易に謝

罪させて傷を深めるようなこと

にならないか。「解消」の定義は

明確化されたと思われるので、

「早期解決」について再確認し

て欲しいと思う。 

Ⅰ 基本的な考え方 

４ いじめの防止等に関する対策の

基本的な考え方 

(3) いじめの早期対応 

(4) いじめの解消 

 

趣旨を踏まえ、｢早期解決｣という言

葉を、「解消」という言葉に統一する

とともに、Ⅰ－４－(3)に続いて、

｢（4）いじめの解消｣という項目を新

たに加え、「解消」の趣旨を明確化し

た。 

Ⅰ－４－

(3)の２

丸目 

[P6] 

４ いじめの疑いがあれば（いじ

めであることが否定できなけれ

ば）、子どもたちへの支援・指導

が必要と考えるので、下線部を

追加したらどうか。 

「学校及び学校の教職員は、在

籍する子どもがいじめを受けて

いる疑いがあるときは、子ども

たちへの支援・指導を適切かつ

迅速に行います。」 

Ⅰ 基本的な考え方 

４ いじめの防止等に関する対策の

基本的な考え方 

(3) いじめの早期対応 

 

趣旨を踏まえ、下線部を追加した。 

「学校及び学校の教職員は、在籍する

子どもがいじめを受けている疑いがあ

るときは、速やかにいじめの事実の有

無の確認を行うとともに、子どもたち

への支援・指導を適切かつ迅速に行い

ます。」 
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項目 
寄せられた意見 

改定案への反映内容 
No. 意見の概要 

Ⅱ－１－

(4) 

[P9] 

５ 見出しは、「(4) 人材の確保及

び資質の向上」となっている

が、本文に「人材の確保」につ

いての記述がない。 

Ⅱ 基本的施策・措置 

１ 県全体として実施する施策 

(4) 人材の確保及び資質の向上 

 

趣旨を踏まえ、人材の確保につい

て、次のとおり、追加した。 

「○ いじめの相談に対応するため、

心理や福祉の専門家であるスクールカ

ウンセラー・スクールソーシャルワー

カー等の配置の充実を図ります。」 

Ⅱ－３－

(3)の３

丸目 

[P15] 

６ 本文に、いじめの早期発見の

ため、定期的なアンケート調査

を行うとあるが、ＳＯＳ発信に

は多大な勇気が必要であり、い

じめられている児童・生徒がア

ンケートで「いじめられてい

る」と回答できるとは限らな

い。一方、勇気を出してＳＯＳ

発信したのにこれに応答しなか

った場合には、児童・生徒は教

職員を信用しなくなり、以後教

職員に心を開かなくなる可能性

がある。 

Ⅱ 基本的施策・措置 

３ 学校が実施する措置 

(4) いじめの早期発見のための措

置 

 

趣旨を踏まえ、下線部を本文及び脚

注として追加した。 

 

（本文） 

「○ 定期的なアンケート調査や教育

相談を実施するなど、児童・生徒がい

じめを訴えやすい体制を整え、いじめ

の疑いや相談があった場合は迅速かつ

確実に対応します。」 

 

（脚注） 

「アンケート調査や教育相談におい

て、児童・生徒が自らＳＯＳを発信す

ること及びいじめの情報を教職員に報

告することは、当該児童・生徒にとっ

ては多大な勇気を要するものであるこ

とを教職員は理解しなければなりませ

ん。」 
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項目 
寄せられた意見 

改定案への反映内容 
No. 意見の概要 

Ⅲ－１の

２丸目 

[P18] 

７ 児童・生徒や保護者から、い

じめの重大事態の申し立てがあ

った場合、重大事態とみなし、

「適切かつ真摯に対応」する旨

の記載があるが、どのように対

応するのかについて、具体性が

ないので、次のとおり、修正・

追加したらどうか。 

「・・・重大事態とみなし、報

告・調査に当たります。児童生

徒又は保護者からの申し立て

は、学校が把握していない極め

て重要な情報である可能性があ

ることから、調査をしないま

ま、いじめの重大事態ではない

と断言できないことに留意する

必要があります。」 

Ⅲ 重大事態への対処 

１ いじめの重大事態 

 

趣旨を踏まえ、下線部を脚注として

追加した。 

 

（脚注） 

「児童・生徒又は保護者からの申し立

ては、学校が把握していない極めて重

要な情報である可能性があることか

ら、調査をしないまま、いじめの重大

事態ではないと断言できないことに留

意する必要があります。」 

Ⅳ－３－

(2)、Ⅳ

－４－

(2) 

[P25] 

８ 

 

 

いじめ重大事態を調査する、

「いじめ防止対策調査会」及び

「いじめ問題再調査会」の委員

に「福祉」の専門家が入ってい

ないが、いじめと児童福祉は密

接に関係するので、ぜひ「福

祉」の専門家を入れてほしい。 

Ⅳ いじめの防止等を推進する体制 

２ いじめ問題対策連絡協議会 

３ いじめ防止対策調査会 

４ いじめ問題再調査会 

 

趣旨を踏まえ、下線部を追加した。 

「(2) 調査会の構成 

調査会は、県立学校、市町村教育委

員会、ＰＴＡの代表者、弁護士、精神

科医、臨床心理士、学識経験者、心理

や福祉の専門家等で構成する全体会議

と、その下に、重大事態の調査を専門

的に行うための部会を設置します。こ

の部会は、全体会議の構成員のうち、

弁護士、精神科医、臨床心理士、学識

経験者、心理や福祉の専門家等で構成

します。」 

※「いじめ問題対策連絡協議会」及び

「いじめ問題再調査会」についても同

様に修正した。 
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(3) 改定のポイント 

ア いじめの理解の促進 

・ けんかやふざけ合いであっても子どもの感じる被害性に着目し、いじめに該当するか否かを

判断する。 

・ 「いじめ」という言葉を使わない指導など柔軟な対応も可とする。 

・ いじめ「解消」の定義を明確化し、解消までの継続的な支援を徹底する。 

イ 学校の組織的対応の強化 

・ 学校いじめ防止基本方針に基づく対応を徹底することにより、教職員がいじめを抱え込まず、

いじめへの対応が組織として一貫したものとなることを明確化する。 

・ いじめ防止の取り組みを学校の評価に位置付け、目標の達成状況を評価する。 

・ いじめ防止に関する実践的な教職員研修を実施する。 

ウ 教職員がいじめの防止に取り組める環境の整備 

・ 教員が行う業務の明確化等により、教職員の業務負担の軽減を図る。 

・ スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの配置の充実を図る。 

エ 児童・生徒の状況に応じた支援・指導の徹底 

・ 学校として特に配慮が必要な児童・生徒(※)について、当該児童・生徒への適切な支援や、

保護者との連携、周囲の児童・生徒への指導の必要性を示す。 

(※)発達障害を含む、障がいのある児童・生徒、外国につながりのある児童・生徒 

性同一性障害に係る児童・生徒や「性的マイノリティ」とされる児童・生徒 

東日本大震災や原子力発電所事故等により避難している児童・生徒 などを含む。 

オ 家庭・地域との連携強化 

・ いじめに係る状況や対策について、家庭への情報提供の充実に努めるとともに、学校運営協

議会や学校評議員、地域学校協働本部などを通じて、学校から地域に対する情報提供を進める。 

カ 重大事態への対応強化 

・ 重大事態については、国の示した｢いじめの重大事態の調査に関するガイドライン｣に従っ

て、適切に対応する。 

・ 調査結果については、いじめを受けた児童・生徒およびその保護者の意向等を踏まえて、特

段の支障がなければ公表を行う。 

 

(4) 今後の予定 

平成29年11月  県の基本方針を改定 
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６ 神奈川県青少年保護育成条例の改正について 

 

(1) 経緯 

神奈川県青少年保護育成条例（以下「条例」という。）は、「青少年の健全な育成を図るため、

これを阻害するおそれのある行為を防止すること」を目的として、昭和30年１月に制定された。 

その後、青少年を取り巻く社会環境の変化に対応し、逐次、改正を行っているが、青少年のイ

ンターネット対策については、「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整

備等に関する法律（平成20年法律第79号。以下「法」という。）」の内容を踏まえ、平成22年10

月から現行の規定となっている。 

近年、スマートフォンやアプリ・公衆無線ＬＡＮ経由のインターネット接続が急速に普及し、

青少年がスマートフォン等を利用する際のフィルタリング利用率が低迷している状況に対応し、

フィルタリングの利用の促進を図るため、法改正が行われ、平成29年６月23日付けで公布された。 

法の改正を踏まえ、上記のような状況に対応するため、条例の改正を検討する。 

なお、法の施行日は、公布後１年以内となっている。 

 

(2) 改正の方向性 

法改正に伴い、条例及び同条例施行規則のインターネット対策に係る規定について、今後、公

布される政令等の動向を踏まえ、次の内容の改正を検討する。 

ア フィルタリングサービス提供義務の対象機器の拡大 

法改正により、フィルタリングサービス提供義務の対象機器が、携帯電話回線を利用して

インターネットを閲覧できる機器（以下「携帯電話端末等」という。）とされ、スマートフォ

ンを含む携帯電話端末及びＰＨＳ端末に加え、タブレット等にも拡大された。このため、条例

で規定する販売等の際に事業者が保護者に説明事項を書面で交付する対象機器として、今回、

法で新たに対象とする携帯電話端末等に拡大する。 

イ 申出理由と書面提出義務のフィルタリング有効化措置への拡大 

法改正により、携帯電話インターネット接続役務提供事業者等※1（以下「事業者等」とい

う。）に対し、既に規定されているフィルタリングサービス提供義務に加え、フィルタリング

有効化措置※2義務が新たに規定された。 

保護者がフィルタリング有効化措置を安易に解除しないようにするため、現行条例で規定さ

れているフィルタリングサービスを利用しない旨の申出と同様に、フィルタリング有効化措置

についても、解除の理由を限定した上で、その理由を書面で提出するよう保護者に義務付ける。 

※１ いわゆる大手３キャリア会社のほか、格安スマホ販売事業者、及びその契約代理店 

※２ フィルタリング有効化措置とは、事業者等が機器に予めインストールされたフィルタリ

ングアプリの機能を有効にすることにより、青少年有害情報を遮断する仕組み 

ウ 事業者等の書面での説明義務の継続 

法改正により、事業者等に対し、契約者又は使用者が青少年の場合には、フィルタリングサ

ービスの必要性や内容等について説明する義務が新たに規定された。  

現行条例では、契約者又は使用者が青少年の場合には所定の事項について書面で説明する義

務を課しているが、法で説明義務が新設されたことに伴い、法と重複する部分について整理し

た上で、書面で説明する義務を継続する。 

 

(3) 今後の予定 

平成29年11月  第３回県議会定例会に条例改正議案を提出 

法施行時    改正条例施行 
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(4) その他 

条例の改正については、平成29年第２回県議会定例会県民・スポーツ常任委員会において、青

少年の健全育成を阻害するおそれのある行為を防止するための条例改正を行うことについて報告

している。 
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７ 神奈川県立藤野芸術の家条例の廃止について 

 

(1) 経緯 

藤野芸術の家については、緊急財政対策の取組を踏まえ、指定管理者の指定期間を２年間延長

し、民間事業者による運営について検討を進めてきた。平成 28 年度には、民間貸付の方針を決定

し、貸付先事業者を公募したところ、２者の応募があった。これを受けて、外部有識者等で構成す

る「藤野芸術の家貸付先事業者選定委員会」の評価結果を踏まえ、貸付先事業者候補を選定し、平

成 29年第１回県議会定例会県民・スポーツ常任委員会に報告した。 

平成 30 年４月から民間貸付に移行することに伴い、平成 29 年度末をもって県立施設としての

運営を終了することから、神奈川県立藤野芸術の家条例を廃止する。 

 

(2) 施設の概要 

ア 設置根拠 

神奈川県立藤野芸術の家条例 （平成７年３月14日公布） 

イ 設置目的 

自然及び人とのふれあい並びに芸術体験を通して豊かな感性と創造性をはぐくむ 

ウ 運営開始時期 

平成７年10月  

エ 所在地 

相模原市緑区牧野4819 

オ 構造等 

鉄筋コンクリート一部鉄骨造 地上５階（延床面積 5,421.63㎡、敷地面積 27,325.34㎡） 

芸 術 棟 工房、ｸﾘｴｰｼｮﾝﾎｰﾙ(席数225席)、会議室(２室)、音楽ｽﾀｼﾞｵ(３室)、事務室 

宿 泊 棟 宿泊室(17室・定員100名)、ﾚｽﾄﾗﾝ、浴室(３室） 

ｷｬﾝﾌﾟｽﾃｰｼｮﾝ 定員100名 ﾃﾝﾄ20張・炊事場(かまど９炉)、ﾄｲﾚ、ｼｬﾜｰ室 

カ 指定管理者（指定期間：平成23年４月1日～平成30年３月31日） 

一般社団法人かながわ青少年協会  

 

(3) 民間貸付の概要 

ア 貸付先事業者候補 

一般社団法人かながわ青少年協会 

（設立：平成22年４月１日、代表者：代表理事 玉井清一、所在地：相模原市緑区牧野4819） 

イ 貸付の形態 

土地及び建物の無償貸付 

ウ 貸付期間 

平成30年４月１日から平成40年３月31日まで（10年間） 

エ 用途指定 

多くの方が自然及び人とのふれあい並びに芸術体験を通して豊かな感性と創造性をはぐく

むための施設として運営すること 

オ 貸付先への支援 

(ｱ) 必要な最低限の維持管理費（人件費、光熱水費、法定点検費等）の一部の補助 

(ｲ) 県の資産価値を維持するために必要な修繕費用等の一部の補助 

 

(4) 今後の予定 

平成29年11月   第３回県議会定例会に条例廃止議案を提出 

平成30年３月末  条例廃止 

平成30年４月   貸付先事業者との貸付契約等の締結、民間貸付開始 


